
施策の分析

【現状】
（大臣官房運輸安全監理官）
経営トップの主体的な関与の下、現場を含む事業者が一丸となった安全管理体制の構築を目指し、
国がその状況を確認して評価する運輸安全マネジメント評価については、対象事業者が9,657者であ
り、これまでに延べ8,039者に対して実施した。（平成29年4月1日時点）
また、運輸安全マネジメント制度の理解向上を目的として、国が定期的に実施する運輸安全マネジメ
ントセミナー及び、国が認定した民間機関等が実施するセミナーである認定セミナーを実施しており、
これまでに延べ50,281人が受講した。（平成29年4月1日時点）
またこれらの制度は、平成27年2月に閣議決定された交通政策基本計画にも位置付けられ、運輸安
全マネジメント制度の更なる実効性向上や、全事業者への同制度のコンセプトの普及等、充実強化
を図っており、運輸事業者における輸送の安全の取組が年を追うごとに充実してきている。
（鉄道）
指標58については、耐震補強の予算について、平成２５年度から平成２９年度にかけて所要の額を
計上し、耐震化は着実に進捗している。
指標15③については、平成２４年度から平成２７年度にかけて年度平均約３３駅増加しており、このト
レンドを延長すると目標年度に目標値を達成すると見込まれ、順調に推移している。
（自動車）
指標59については、事業用自動車による交通事故死者数は着実に減少しているものの、目標達成に
目標達成に向けた成果を示していない。事業用自動車による人身事故件数は目標達成に向け着実
に減少している。
（海事）
指標60については、船舶の検査・監査等を通じたハード・ソフト両面からの安全対策や、ポートステー
トコントロールの強化等により目標を達成した。
また、指標61については、船員災害防止のための自主改善活動の導入、安全衛生講習の実施、作
業別の災害防止対策の周知等の効果により、目標に向け船員災害発生率が減少している。
（航空）
国内航空事故発生件数は各年毎に変動はあるものの、５年間の平均で見た場合、減少してきている
が、平成２４～２８年の実積値が１０．０件となり、目標値である１０．０件と一致する結果となった。

③相当程度進展あり

施策目標個票
（国土交通省28－⑭）

施策目標 公共交通の安全確保・鉄道の安全性向上、ハイジャック・航空機テロ防止を推進する

施策目標の概要及び
達成すべき目標

評価結果

鉄道・自動車・海運・航空の全交通モードにわたる公共交通などについて、安全運行（航）を確保するとともに、ハイ
ジャック・航空機テロを防止する

　（各行政機関共通区分）

目標達成度合いの
測定結果

（大臣官房運輸安全監理官）
運輸安全マネジメント制度については本年4月に運輸審議会運輸安全確保部会において「運輸安全
マネジメント制度の今後のあり方～これまでの10年を踏まえた運輸安全マネジメントのスパイラル
アップに向けて～」が取りまとめられたところであり、今後運輸審議会に諮問の上、制度の見直しを行
う。
また、貸切バス事業者を含む制度対象事業者に対する運輸安全マネジメント評価を着実に実施し、
安全管理の更なる実効性向上を図る。さらに運輸安全マネジメントセミナー及び認定セミナーの実施
等により、制度の普及啓発を図り、運輸事業者の安全意識の更なる向上を目指す。
（鉄道）
交通政策審議会駅空間・防災ワーキング・グループ最終取りまとめ（平成２８年４月）において、従前
のせん断破壊対策に加えて、早期復旧対策として曲げ破壊対策等の必要性に言及されたこと等を踏
まえ、平成３０年度以降の耐震対策について検討する。
ホームドアの整備駅数については、順調に推移している。引き続き、平成３２年度の目標値の達成に
向け、鉄道駅におけるホームドア整備の推進を図る。
（自動車）
更なる事故削減の取り組みが必要であり、加えて、軽井沢スキーバス事故等の発生、自動車の先進
安全技術の急速な発展などの大きな状況変化にも対応するため、新たな対策理念と対策指標、施策
群の検討を行い、,新たに事業用自動車総合安全プランを策定した。今後はこのプランに基づき、事
業用自動車の事故削減に向けた取組を推進する。
（海事）
商船の海難船舶隻数は長期的に減少傾向を示している。引き続き、旅客船及び貨物船の運航管理
体制、船員の労働条件等の監査・指導や船舶検査をはじめとした各種施策を推進する。
また、船員災害発生率については、減少目標達成に向け、引き続き第10次船員災害防止基本計画
（平成25年度から平成29年度まで）に基づく死傷災害防止対策を推進する。
（航空）
実績値が前回計測より増加した主な原因としては、平成27年及び平成28年に小型航空機の事故が
目立って発生したことが考えられる。これら事故等を受け、課題を抽出し、操縦士等に対し法令等の
遵守などの指導の実施に加え、平成28年度に立ち上げた「小型航空機等に係る安全推進委員会」の
場において安全対策に係る検討を行っていく。

今後も引き続き公共交通の安全確保のために運輸安全マネジメント制度の充実、保安監査の強化
等の諸施策を継続する。

業績指標59①は目標達成に向けた成果を示していないが、主要指標を含むその他
の指標については、目標達成に向け概ね順調な推移を示していることから、相当な
期間を要さずに目標達成が可能と思われるため。

　（判断根拠）

次期目標等への
反映の方向性



初期値 目標値

24年度末 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度末

91% 91% 94% 95% 96% 97%（暫定値） 概ね100%

− − − − −

初期値 目標値

25年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 32年度

583駅 564駅 583駅 615駅 665駅 集計中 800駅

− − − − −

初期値 目標値

20年 24年 25年 26年 27年 28年 30年

517人 466人 434人 421人 403人 363人 B 250人

56,305件 45,346件 42,425件 39,649件 36,499件 33,336人 30,000件

− − − − −

初期値 目標値

23～27年の平均 24年 25年 26年 27年 28年 32年

386隻 422隻 379隻 394隻 382隻 334隻 339隻未満

− − − − −

初期値 目標値

20～24年度の平均 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

11.0‰ 11.0‰ 10.3‰ 10.3‰ 9.3‰ 集計中 9.6‰

− − − − −

初期値 目標値

20～24年の平均 24年 25年 26年 27年 28年 25～29年の平均

10.8件 10.8件 10.2件 9.6件 10.8件 10.0件 10件

− − − − −

初期値 目標値

18年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 毎年度

0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

− − − − −

初期値 目標値

20年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 30年度

287件 121件 126件 120件 102件 134件 0人

− − − − −

初期値 目標値

14年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 毎年度

0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件

− − − − −

初期値 目標値

25年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 32年度

①6,105者 − 6105 6570 7107 8039 ①10,000者

②17,799人 − 17,799 30,590 39,932 50,281 ②50,000人

− − − − −

初期値 目標値

①24年度
②25年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 32年度

①39人 39人 90人 130人 171人 208人 約350人

②17者 − 17者 53者 88者 146者 約190者

− − − − −

参38　運輸安全マネジメントの
普及（①運輸安全マネジメント
評価実施事業者数、②運輸安
全マネジメントセミナー及び認
定セミナー等の受講者数）

実績値
評価

実績値
評価

年度ごとの目標値

参39　公共交通事故被害者等
支援体制の整備等セーフティ
ネットの充実度（①研修を受け
た公共交通事故被害者支援員
の数、②被害者等支援計画を
策定した公共交通事業者の数

実績値
評価

年度ごとの目標値

参考指標

評価

年度ごとの目標値

参37　国内空港出発の航空機
に係るハイジャック及びテロ（爆
破等）発生件数

評価

A
年度ごとの目標値

62　国内航空における航空事
故発生件数（＊）

実績値

評価

A

年度ごとの目標値

59　事業用自動車による事故
に関する指標

①事業用自動車による交通事
故死者数

②事業用自動車による人身事
故件数（＊）業績指標

60　商船の海難船舶隻数

実績値
評価

A
年度ごとの目標値

A

58　首都直下地震又は南海ト
ラフ巨大地震で震度６強以上
が想定される地域等に存在す
る主要鉄道路線の耐震化率
（＊）

評価

年度ごとの目標値

評価

A

評価

A
年度ごとの目標値

実績値

評価

61　船員災害発生率（千人率）

参35　鉄道運転事故による乗
客の死亡者数

実績値

年度ごとの目標値

15　【再掲】公共施設等のバリ
アフリー化率等（③ホームドア
の整備駅数）

実績値

実績値

年度ごとの目標値

実績値

参36　事業用自動車による飲
酒運転件数

実績値

年度ごとの目標値



初期値 目標値

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 28年6月末

82% 87% 89% 94% 100% 100% 100%

− − − − −

初期値 目標値

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 平成28年6月末

①94% 96% 98% 99% 99% 100% 100%

②85% 89% 94% 97% 99% 100% 100%

− − − − −

26年度 27年度 28年度 29年度
158,074 158,524 156,855 157,414

2,270 2,050 6,590 −

3,432 2,576 3,141 −

163,775 163,149 166,587 157,414
<0> <0> <0> <0>

149,406 153,901

2,576 3,141

11,793 6,108

参41　鉄道の対象車両におけ
る安全装置の整備率（①運転
士異常時列車停止装置　②運
転状況記録装置）

実績値
評価

年度ごとの目標値

参40　鉄道の対象曲線部等に
おける速度制限機能付きATS
等の整備率

実績値
評価

年度ごとの目標値

30年度要求額

当初予算（a）

補正予算（b）

翌年度繰越額（百万円）

前年度繰越等（c）

合計（a＋b＋c）

予算の
状況

（百万円）

執行額（百万円）

三上誠順

不用額（百万円）

政策評価実施時期 平成29年8月担当部局名
大臣官房運輸安全監
理官

学識経験を有する者の知
見の活用

国土交通省政策評価会（平成29年6月23日）

施策の予算額・執行額等
【参考】

区分

作成責任者名



業績指標５８ 

首都直下地震又は南海トラフ巨大地震で震度６強以上が想定される地域等に存在する主要鉄道路線の耐震化率* 

 

 

（指標の定義） 

首都直下地震又は南海トラフ巨大地震で震度６強以上が想定される地域等における１日あたりの平均片道断面輸

送量が１万人以上の線区の耐震化率 

（目標設定の考え方・根拠） 

特定鉄道等施設に係る耐震補強に関する省令（平成二十五年三月三十日国土交通省令第十六号）において、首都直

下地震又は南海トラフ巨大地震で震度６強以上が想定される地域等における１日あたりの平均片道断面輸送量が１

万人以上の線区における耐震補強は平成２９年度までに実施することとしている。 

（外部要因） 

なし 

（他の関係主体） 

 鉄軌道事業者 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  なし 

 【閣議決定】 

・交通政策基本計画（平成 27 年 2 月 13 日）鉄道、道路、港湾、空港等の交通インフラの耐震対策、津波対策、

浸水対策、土砂災害対策等を確実に実施する。（第２章 基本的方針 C 目標①（１）） 

 【閣決（重点）】 

・社会資本整備重点計画（平成 27 年 9月 18 日）「第２章に記載あり」 

 【その他】 

  なし 

 

過去の実績値 （年度） 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ 

９１％ ９４％ ９５％ ９６％ ９７％（暫定値） 

 

 
 

主な事務事業等の概要 

鉄道施設総合安全対策事業費補助（鉄道施設の耐震補強） 

首都直下地震や南海トラフ地震等の大規模地震に備え、地震時において、鉄道ネットワークの維持や一時避難場所と

しての機能の確保等を図るため、主要駅や高架橋等の耐震補強を一層推進する。 

予算額：１，８１４百万円の内数（平成２７年度当初予算） 

３，６３２百万円の内数（平成２８年度当初予算） 

    ４，１７２百万円の内数（平成２９年度当初予算） 

評 価 

Ａ 

目標値：概ね１００％（平成２９年度末） 

実績値：９７％（平成２８年度末暫定値） 

    ９６％（平成２７年度末） 

初期値：９１％（平成２４年度末） 



 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

耐震補強の予算について、平成２５年度から平成２９年度にかけて所要の額を計上しており、耐震化は着実に進

捗している。 

【耐震化率】 

 平成２４年度末：９１％ 

 平成２５年度末：９４％ 

 平成２６年度末：９５％ 

 平成２７年度末：９６％ 

（事務事業等の実施状況） 

平成２７年度において、２７事業者の耐震補強について補助を実施した。 

平成２８年度において、２７事業者の耐震補強について補助を実施した。 

 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

平成２８年度の実績値（暫定値）は９７％であった。耐震補強の予算について、平成２５年度から平成２９年度

にかけて所要の額を計上し、耐震化は着実に進捗しており、評価は Aとした。 

一方、交通政策審議会駅空間・防災ワーキング・グループ最終取りまとめ（平成２８年４月）において、従前の

せん断破壊対策に加えて、早期復旧対策として曲げ破壊対策等の必要性に言及されたこと等を踏まえ、平成３０年

度以降の耐震対策について検討する。 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課： 鉄道局施設課（課長 岸谷克己） 

 



業績指標５９ 

 事業用自動車による事故に関する指標 

（①事業用自動車による交通事故死者数②事業用自動車による人身事故件数*） 

 

 

（指標の定義） 

① 事業用自動車が第１当事者の交通事故における死者数 

② 事業用自動車が第１当事者の交通事故における人身事故件数 

（目標設定の考え方・根拠） 

平成２１年１月に示された政府全体の新たな交通事故削減目標を踏まえ、国土交通省においては、平成２１年３月

に「事業用自動車総合安全プラン２００９」を取りまとめており、その中で、１０年間における目標を設定している

ことから、その事故削減目標値を本指標として設定している。 

（目標） 

① １０年間で死者数半減（平成２０年５１７人を１０年後に２５０人） 

② １０年間で人身事故件数半減（平成２０年５６,３０５件を１０年後に３万件） 

③ 飲酒運転ゼロ（参考指標） 

（外部要因） 

交通量、事業者数、車両台数 

（他の関係主体） 

  警察庁（事故・違反通報） 

（重要政策） 

 【施政方針】 

なし 

 【閣議決定】 

なし 

 【閣決（重点）】 

なし 

 【その他】 

・内閣府特命担当大臣談話（平成２２年１月２日）「平成３０年を目途に、交通事故死者数を半減させ、これを２，

５００人以下とし、世界一安全な道路交通の実現を目指す。」 

・第 10 次交通安全基本計画（平成２８年３月１１日中央交通安全対策会議決定） 

 

過去の実績値 （年） 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ 

① ４６６人 

② ４５，３４６件 

① ４３４人 

② ４２，４２５件 

① ４２１人 

② ３９，６４９件 

① ４０３人 

② ３６，４９９件 

① ３６３人 

② ３３，３３６件 

 

   
 

主な事務事業等の概要 

自動車運送事業の安全対策として以下の対策等を実施した。  

予算額：1,188 百万円（平成２８年度） 

    1,186 百万円（平成２７年度） 

・自動車運送事業の安全総合対策事業 

運転者の健康状態に起因する事故対策等を強化すべく、先進安全自動車（ASV）の導入を支援するとともに、過

労運転防止に資する機器等の普及を促進する。 

・ビッグデータ活用による事故防止対策推進事業 

評 価 

 

①Ｂ 

②Ａ 

 

目標値：①２５０人②３０,０００件 （平成３０年） 

実績値：①３６３人②３３,３３６件 （平成２８年） 

初期値：①５１７人②５６,３０５件 （平成２０年） 



官民が保有する様々な運行記録や登録情報等について、事故防止対策に活用するビッグデータとして整備する

ことによって、適切な運行管理、効果的な監査、健康起因事故の未然防止等の対策を講じる。 

・健康起因事故防止のための運転者向けスクリーニング検査の普及促進 

国交省、運送業界、医療関係団体が連携し、脳疾患・心疾患等に関する運転者向けスクリーニング検査に関し

セミナーの開催、先進事例における事故削減効果の調査等を行い、同検査の普及を促進する。 

・自動車運送事業者等に対する監査体制の強化 

優先的に監査を実施する必要がある事業者、継続的な監視が必要な事業者の情報を把握しつつ、自動車運送事

業者への監査を実施し、効率的かつ効果的に法令等の遵守状況を確認する。 

・事業用自動車の重大事故に関する事故調査等機能の強化 

事業用自動車事故調査委員会において，社会的影響の大きな事業用自動車の重大事故について,背景にある組織

的・構造的問題の更なる解明を図るなど，より高度かつ複合的な事故要因の調査分析を行う。 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

平成２８年の実績値は、仮に初期値から目標値に直線的に減少するとした場合の推定値に比較すると、①事業用 

自動車による交通事故死者数については着実に減少しているものの、当該推定値に比較すると多くなっており、 

また、②事業用自動車による人身事故件数については着実に減少している。 

（事務事業等の実施状況） 

・平成 28 年１月に発生した軽井沢スキーバス事故を踏まえ、二度とこのような悲惨な事故を起こさないよう、同

年６月３日にとりまとめた「安全・安心な貸切バスの運行を実現するための総合的な対策」に掲げられた再発防

止策について、実施可能なものから速やかに実施している。 

・事業者が社内一丸となった安全管理体制を構築・改善し、国がその実施状況を確認する運輸安全マネジメント評

価を、28 年において 542 者に対して実施した。 

・悪質違反を犯した事業者や重大事故を引き起こした事業者等に対する監査の徹底及び、法令違反が疑われる事業

者に対する重点的かつ優先的な監査を実施している。また、貸切バスについては、軽井沢スキーバス事故を受け，

法令違反を早期に是正させる仕組みの導入や行政処分を厳格化して違反を繰り返す事業者を退出させるなどの

措置を平成 28 年 12 月より実施した。さらに、事故を惹起するおそれの高い事業者を抽出・分析する機能を備え

た「事業用自動車総合安全情報システム」の運用を開始した。 

・点呼時にアルコール検知器を使用した酒気帯びの有無の確認の徹底や、別の運転者に代わりにアルコール検査を

実施させるなどの不正行為の禁止等、輸送の安全確保の徹底を周知した。 

・ＡＳＶ装置、デジタル式運行記録計等の導入に対し支援を行うとともに、健康や過労運転に起因した事故の未然

防止のため、運転特性や体調管理等に関する情報について、ビッグデータとして集積、活用し、運転者の体調に

即した運行経路の設定が可能になる等の事故防止運行モデルの検討を開始した。 

・トラック・バス・タクシーの業態毎の特徴的な事故傾向を踏まえた事故防止の取組について評価し、更なる事故

削減に向け、必要に応じて見直しを行う等、フォローアップを実施している。 

・事業用自動車事故調査委員会において，社会的影響の大きな事業用自動車の重大事故について,より高度かつ複

合的な事故要因の調査分析を行っており，19 件の報告書を公表した。 

・睡眠呼吸障害，脳疾患，心疾患等の主要疾病の早期発見に寄与する各種スクリーニング検査をより効果的なもの

として普及させるため，27 年９月に，「事業用自動車健康起因事故対策協議会」を立ち上げ、普及に向けた課題

を整理するための事業者へのアンケート調査等を行った。 

 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

「事業用自動車総合安全プラン２００９」に基づき、事業用自動車の関係者と一丸となって事故防止対策に取り組

んできたが、平成２８年の実績値は、仮に初期値から目標値に直線的に減少するとした場合の推定値に比較すると、

①事業用自動車による交通事故死者数については着実に減少しているものの、当該推定値に比較すると多くなって

おりＢと評価し、②事業用自動車による人身事故件数については着実に減少していることからＡと評価した。今後

は更なる削減の取り組みが必要であり、加えて、軽井沢スキーバス事故等の発生、自動車の先進安全技術の急速な

発展など、プラン２００９策定時から大きな状況変化があったところ。これらの状況変化に対応するため、新たな

事業用自動車総合安全プランを策定することとし、新たな対策理念と対策指標、施策群の検討を開始する。 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課： 自動車局安全政策課（課長 吉永 隆博） 

関係課： 大臣官房運輸安全監理官（運輸安全監理官 三上 誠順） 

     道路局環境安全課（環境安全課長 森山 誠二） 

     自動車局保障制度参事官室（参事官 小林 豊） 

     自動車局技術政策課（課長 江坂 行弘） 

     自動車局旅客課（課長 金指 和彦） 

     自動車局貨物課（課長 平嶋 隆司） 

     自動車局整備課（課長 平井 隆志） 

 



業績指標６０ 

 商船の海難船舶隻数* 

 

 

（指標の定義） 

我が国周辺で発生する商戦（旅客船、貨物船及びタンカー）の海難隻数の合計 

ただし、本邦に寄港しない外国船舶によるものを除く 

（目標設定の考え方・根拠） 

第 10 次交通安全基本計画第 2 部（海上交通の安全）における目標（我が国周辺で発生する船舶事故隻数（本邦に

寄港しない外国船舶によるものを除く。以下同じ。）を第９次計画期間の年平均（2,256 隻）から平成 32 年までに少

なくとも 2,000 隻未満とする。）に準じた目標設定とする。 

第 10 次計画では第 9次計画期間の年平均船舶事故隻数の約 12%削減を目標としていることから、商船（旅客船、貨

物船及びタンカー）に係る第 9次計画期間の年平均船舶事故隻数 386 隻から 12%削減した 339 隻未満を目標とする。 

（外部要因） 

海上交通量の変化、異常気象、台風及び津波等に伴う海難 

（他の関係主体） 

 なし 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  なし 

 【閣議決定】 

 ・海洋基本計画（平成２５年４月２６日） 

  第２部５（２）ア 

○船舶海難等の発生を未然に防止し、海運業における輸送の安全を確保するため、海運事業者の経営トップから

現場まで一貫した安全管理体制の構築を目指す運輸安全マネジメント制度を促進するとともに、従来からの監

査業務や安全評価手法の開発等も併せて実施する。  

○国際機関での協議を通じ、船舶の設計、建造、運航、解体に関わる各種の基準の策定と不断の見直しを行うと

ともに、検査の確実な実施、外国船舶の監督（PSC）や、海上安全の啓発等に取り組む。 

 【閣決（重点）】 

  なし 

 【その他】 

  なし 

 

 

過去の実績値 （年） 

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ 

５４９隻 ４８７隻 ４６０隻 ４７５隻 ３５３隻 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ 

４２２隻 ３７９隻 ３９４隻 ３８２隻 ３３４隻 

 

評 価 

 

         Ａ 

 

目標値：３３９隻未満 （平成３２年） 

実績値：３３４隻（平成２８年） 

初期値：３８６隻（平成２３年～２７年の平均海難隻数） 



 

主な事務事業等の概要 

船舶の検査・監査等を通じハード・ソフト両面から安全対策を強化  予算額：７１６百万円（平成２８年度） 

・運航労務監理官の監査の効率的・効果的実施のための研修制度の強化や監査実施体制の整備 

・海事分野における運輸安全マネジメント評価の実施 

・船舶検査官等が効果的な検査を実施するための研修の充実、ＩＳＯ９００１品質認証の推進や船舶検査実施体制の

整備 

・ＰＳＣ（ポートステートコントロール：日本に入港する外国籍船に対して行う、船内設備等の安全に関する立入検

査）の強化 

事故原因等の究明 

・運輸安全委員会では、船舶事故等が発生した場合、その原因を究明するための調査を適確に行うとともに、これら

の調査の結果に基づき国土交通大臣又は原因関係者に対し必要な施策又は措置の実施を求め、船舶事故等の再発防

止及び被害の軽減に寄与する。 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

平成２８年の実績値は３３４隻であり、目標値（３３９隻未満）を達成しており、長期的にも減少傾向で推移し

ていることから、目標年においても引き続き目標値を達成すると見込まれる。 

指標の内訳を見ると、貨物船は２０２隻、タンカーは７１隻、旅客船は６１隻であった。貨物船及びタンカーで

は長期的に減少傾向にあるものの、旅客船は平成２３年から２７年の実績値の平均を上回り増加傾向にある。 

 

 
 

 

 
 

 



 
 

 

（事務事業等の実施状況） 

・運航労務監理官により、旅客船及び貨物船の運航管理体制、船員の労働条件等の監査・指導を実施するととも

に、運航労務監理官及び運輸安全調査官による運輸安全マネジメント体制の評価を実施した。 

 （運輸安全マネジメント体制の評価実施実績 平成２８年：２４２事業者） 

・船舶検査官により、船舶の構造・設備等に関する技術基準適合性の検査を実施するとともに、放射性物質等の

危険物の輸送に係る容器・積付等について審査・検査を実施した。 

（船舶の検査実施実績 平成２８年度：８，３４８隻） 

・外国船舶監督官により、我が国に入港した外国船舶に対し国際条約に基づき船体の安全基準及び船員の資格証

明等についてＰＳＣを実施した。 

（欠陥是正指示実績 平成２８年：１６，７６１件） 

・運輸安全委員会は、船舶事故等について、その原因を究明するための調査を行い、調査の結果に基づき、国土

交通大臣又は原因関係者に対し講ずべき措置について勧告を実施した。また、事故の再発防止と海上交通の安

全性の更なる向上を目的とした「船舶事故ハザードマップ」の運用を平成２５年５月より開始し、平成２６年

４月に「船舶事故ハザードマップ・グローバル版」、平成２７年６月には、スマートフォンやタブレット端末に

対応した「船舶事故ハザードマップ・モバイル版」の運用を開始した。 

 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

・平成２８年の実績値は３３４隻であり、目標値（３３９隻未満）を達成しており、長期的にも減少傾向で推移し

ているため、目標年においても目標値を達成すると見込まれるため、Ａとした。なお、平成２９年においても、

引き続き海難の減少に努める。 

・周囲を海に囲まれ、資源に乏しい我が国は、エネルギー関連資源、食物資源等の大半を海外からの輸入に頼って

おり、また多くの基幹産業が臨海部に立地しているため、海上輸送は我が国の産業、国民生活を支える上で欠く

ことができないものとなっている。ひとたび海難が発生すれば、尊い人命を失いかねないことはもとより、我が

国の経済活動や自然環境に計り知れない影響を及ぼす可能性もあるなど、国民の「安全・安心」を脅かすことと

なる。このため、海難の発生を未然に防止し、また、海難発生時の被害を最小化するために、引き続き上記の事

務事業をはじめとした各種施策を推進することとする。 

・運輸安全委員会では、引き続き適確な事故調査により事故及びその被害の原因究明を徹底して行うとともに、国

土交通大臣、関係行政機関及び原因関係者等に対して、事故防止や被害軽減のための勧告、意見や事実情報の提

供等をタイムリーかつ積極的に行うこととする。 

 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：海事局安全政策課（課長 石原 典雄） 

関係課：大臣官房運輸安全監理官（運輸安全監理官 三上 誠順） 

運輸安全委員会事務局総務課（課長 森 宏之） 

 



業績指標６１ 

 船員災害発生率（千人率） 

 

 

（指標の定義） 

毎年４月１日より翌年３月３１日までの間に発生した災害（船員の転倒、船舶の機器によりはさまれる等の事故、

海難、海中転落等）により死亡・行方不明又は３日以上休業した船員（予備船員を除く。以下同じ。）の船員千人当

たりの率 

（目標設定の考え方・根拠） 

船員災害防止活動の促進に関する法律第６条に基づき、船員災害の減少目標その他船員災害の防止に関し、基本と

なるべき事項を定めた船員災害防止基本計画（以下「基本計画」という。）を５年ごとに作成している。 

第１０次基本計画期間（平成２５年度から平成２９年度まで）の死傷災害発生率を、第９次基本計画期間（平成２

０年度から平成２４年度まで）の５年間の死傷災害の発生率（年間千人率）の平均値に比べ１３％減少させることと

した。 

目標設定の考え方は、 

① 平成２０～２２年度の３年平均の発生件数を基礎として目標を算出した。 

② 業績目標の初期値及び目標値は計画期間中の状況をより反映させるため、これまでの最終年度の比較でなく、計 

画期間（５年間）の平均値を比較することとした。 

（外部要因） 

・海運業、漁業の置かれている経済状況、船員の労働条件（労働時間等） 

・船舶及び作業機器・設備の構造に係る問題 

・海上及び港における救急・救護体制 

（他の関係主体） 

  該当なし 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  なし 

 【閣議決定】 

 なし 

 【閣決（重点）】 

  なし 

 【その他】 

  第１０次船員災害防止基本計画（計画期間：平成２５年度から平成２９年度までの５年間） 

平成２８年度船員災害防止実施計画 

 

 

 

過去の実績値 （年度） 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ 

１１．０‰ １０．３‰ １０．３‰ ９．３‰ 集計中 

 

評 価 

 

          Ａ 

 

目標値：９．６‰（平成２９年度） 

実績値：集計中  （平成２８年度） 

９．３‰（平成２７年度） 

初期値：１１．０‰（平成２０～２４年度の平均） 



              
 

主な事務事業等の概要 

○船員災害防止のための管理体制・基準策定等の推進 

①安全管理体制の整備とその活動の推進 

・船舶所有者の安全管理体制の整備を推進し、安全管理活動の活性化を図る。 

②死傷災害の防止 

・作業時を中心とした死傷災害防止対策を図るため、業種別、態様別等の災害防止対策を策定するとともに、特

に死亡率の高い海中転落対策として作業用救命衣等保護具の使用徹底を図る。また、高年齢船員に対しては、心

身機能の変化に対応した死傷災害防止対策を推進し、若手船員に対しては、乗船前に安全対策や健康管理に関す

る研修の実施等、安全衛生に係る教育を推進する。 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

・平成２８年度の実績値は集計中であるため、平成２７年度の実績値について分析すると、平成２７年度の実績値

は９．３‰（６０６人）であり、前年度の１０．３‰（６６６人）と比べて減少している。（図１） 

・船員の高齢化が進展する中、高年齢船員の占める割合は高く、平成２７年度における５０歳以上の船員の災害発

生率は、全体の約４６％（２７７人）を占めている（図２）。このことを踏まえ、平成２８年度においては、特に

高年齢船員の死傷災害防止対策に重点的に取り組んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事務事業等の実施状況） 

・毎年開催される船員労働安全衛生月間期間中に、訪船指導を実施し、「転倒」、「はさまれ」、「海中転落」の

防止対策等の指導を行うとともに、船員災害防止大会及び安全に関する各種講習会等を開催し、安全意識の高揚を

図った。 



指導隻数 １，５３４隻 

講習会等 ６７カ所 ３，１７６人参加 

・関係機関、団体等で構成される船員災害防止連絡会議を開催し、関係者間での情報交換、連絡強化等を行った。

（開催回数２１回） 

 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

 平成２８年度の実績値は集計中であるため、平成２７年度の実績値について分析すると、平成２７年度の実績値

は前年度と比べて約１０％減少しており、過去の実績によるトレンドを延長すると、目標年度に目標値を達成でき

ることから、Ａと評価した。 

平成２５年度から始まった第１０次船員災害防止基本計画は、平成２９年度が最終年度であり、死傷災害発生率

減少目標達成に向けて引き続き取り組みを行う。 

・今後は、第１０次船員災害防止基本計画の目標の達成状況等を踏まえ、第１１次船員災害防止基本計画（平成３

０年度から平成３４年度）の策定に向けて、①作業時を中心とした死傷災害防止対策、②海中転落・海難防止によ

る死亡災害防止対策、③漁船における死傷災害対策、④年齢構成を踏まえた死傷災害防止対策等の検討を行う。 

・この他、安全に関する意識の啓発を目的として、各船社単位での安全意識の高揚を図るため、従来の船員災害防

止のための顕著な取組を評価し表彰を行っていた船員安全取組大賞を見直し、安全運航や労働環境等に対する取組

を新たに受賞対象とする「船員安全・労働環境取組大賞」を創設する。また、適切な保護具、作業用救命衣の着用

促進のための取組、個々の船員の安全意識の高揚を図るため船内向け自主改善活動（ＷＩＢ）の普及促進等を引き

続き実施し、船員災害防止を目指すものとする。 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課： 海事局船員政策課（課長 増田 直樹） 

関係課： なし 

 



業績指標６２ 

国内航空における航空事故発生件数* 

 

 

 

（指標の定義） 

国内航空における大型航空機、小型航空機及びヘリコプターの航空事故（航空法第７６条に定める事故）の年間発生

件数（５年間の平均） 

（目標設定の考え方・根拠） 

航空安全性向上に関する諸施策を講じることにより、航空事故の発生件数（平成２５年～２９年の５ヵ年平均値）を

現況値 (平成２０年～２４年の５ヵ年平均値)の約１割減とすることを目標とする。 

（外部要因） 

気象条件 

（他の関係主体） 

なし 

（重要政策） 

【施政方針】 

なし 

【閣議決定】 

なし 

【閣決（重点）】 

なし 

【その他】 

なし 
 

過去の実績値 （年度） 

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ 

１０．８件 

（単年）１２件 

１０．２件 

（単年）８件 

９．６件 

（単年）８件 

１０．８件 

（単年）１４件 

１０．０件 

（単年）８件 

評 価 

 

        Ａ 

 

目標値：１０．０件（平成２５～２９年の平均） 

実績値：１０．０件（平成２４～２８年の平均） 

初期値：１０．８件（平成２０～２４年の平均） 



 
 

 

主な事務事業等の概要 

① 航空機の安全な運航や安全性の確保 

運航規程・整備規程の認可、運航管理施設の検査等を通じて、航空運送事業者等の安全基準への適合性を確保する

ほか、年間を通じて安全監査を行うことにより、その体制や業務の実施状況を厳しくチェックするとともに、経営管

理部門に対する運輸安全マネジメント評価を実施し、高い安全性を確保する。さらに、小型航空機等の運航者に対し、

法令及び関係規程の遵守等安全運航セミナー等を通じて指導を行う。また、自家用航空機等の操縦者の技量維持のた

めの特定操縦技能審査の環境を順次整備する。（平成２６年度より、飛行前一定期間において同審査に合格している

ことを義務付けることとなっている。） 

さらに、ＩＣＡＯ（国際民間航空機関）等の国際動向や技術の進歩等に合わせて航空機の安全基準を適時見直す等、

所要の措置を行う。 

予算額：航空安全対策の強化 １９４百万円(平成２７年度)・２０８百万円（平成２８年度） 

運輸安全マネジメント制度の充実・強化 約０．４億円の内数（平成２８年度） 

② 航空保安施設の整備 

より一層安全な航空交通を目指し、管制支援システム等の施設整備等を進める。 

③ 事故原因等の究明 

 

運輸安全委員会は、航空事故等が発生した場合、その原因を究明するための調査を適確に行うとともに、これらの

調査の結果に基づき国土交通大臣又は原因関係者に対し必要な施策又は措置の実施を求め、航空事故等の再発防止及

び被害の軽減に寄与する。 

 

測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

当該指標は、各年毎に変動はあるものの、平成２８年度までの５年間の平均で見た場合、減少してきているが、平

成２４～２８年の実積値が１０．０件となり、目標値である１０．０件と一致する結果となった。 

（事務事業等の実施状況） 

・航空安全に係る情報を幅広く収集し、トラブル発生の傾向を把握するため統計的な分析を行うとともに、有識者

会議（航空安全情報分析委員会）を設置し、機材不具合やヒューマンエラー等への対応策について審議・検討を



行った。 

・この分析結果も含めて航空輸送の安全にかかわる情報をとりまとめ、平成２９年１月に公表を行った。 

・航空会社毎に重点事項を定め、監査専従組織による専門的かつ体系的な立入検査を実施するとともに、安全上の

トラブルが発生した場合には機動的に立入検査を実施するなど、航空会社に対する効果的な安全監査を実施し

た。（平成２８年度航空運送事業者の本社・基地に対する立入検査実施件数：３３５件） 

・事業者が経営トップの主体的な関与の下、現場を含む組織が一丸となって安全管理体制を構築し、国がその実施

状況を確認する運輸安全マネジメント評価を平成２８年度は延べ１０事業者に対して実施した。 

・ヒューマンエラーの予防を目的とした、滑走路占有状態等を管制官やパイロットへ視覚的に表示・伝達するシス

テムの整備について、平成２７年度は大阪空港・那覇空港において正式運用を開始した。 

・運輸安全委員会は、航空事故等について、その原因を究明するための調査を行い、調査の結果に基づき、国土交

通大臣及び原因関係者に対し講ずべき施策について勧告を実施した。 

 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

・国内航空事故発生件数は各年毎に変動はあるものの、５年間の平均で見た場合、減少してきており、平成２４～

２８年の実積値が１０．０件と、目標値である１０．０件と一致する結果となっているが、平成２７年以降、小

型航空機の事故が目立って発生している。これを受け、安全講習会の実施や安全啓発パンフレットの作成・配布

などの対策を講じるとともに、平成２８年１２月から「小型航空機等に係る安全推進委員会」を立ち上げ、有識

者や関係団体等を交えて幅広い安全対策を調査・検討している。 

・今後も引き続き、航空安全情報の収集、分析を行うとともに、有識者会議にて機材不具合やヒューマンエラー等

への対応策について審議・検討を行うほか、航空輸送の安全にかかわる情報の公表を行う。また、より一層安全

な航空交通を目指し、各種支援システムの充実強化を図るほか、航空会社に対する体系的・専門的な安全監査及

び経営管理部門に対する運輸安全マネジメント評価を引き続き実施していく。さらに、ＩＣＡＯ等の国際動向や

国内の動向を踏まえつつ、所要の措置を講じていく。 

・運輸安全委員会は、引き続き適確な事故調査により事故及びその被害の原因究明を徹底して行うとともに、国土

交通大臣、関係行政機関及び原因関係者に対して、事故防止や被害軽減のための勧告、意見や事実情報の提供等

をタイムリーかつ積極的に行うこととする。 

・平成２８年の実績値は１０．０件であり、目標値と一致している。また、事故件数はこれまで減少傾向を示して

おり、平成２９年での目標値達成が見込まれることからＡと評価した。 

 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課：航空局安全部運航安全課（課長 甲田 俊博） 

関係課：大臣官房運輸安全監理官（三上 誠順） 

    航空局安全部航空機安全課（課長 川上 光男） 

航空局安全部航空事業安全室（官房参事官（航空事業安全）川勝 弘彦）  

航空局交通管制部交通管制企画課（課長 山腰 俊博） 

運輸安全委員会事務局総務課（森 宏之） 

 


